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＜報告事項＞

１ 静岡県屋外広告物条例の改正について

刑法の改正により、懲役及び禁錮が廃止され、これらに代えて拘禁刑が創設されたことに

伴い、次の条例について必要な改正を行いました。（関係課と一括改正）

※刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

令和６年 10 月 25 日公布、令和７年６月１日施行

静岡県屋外広告物条例（昭和49年静岡県条例第16号）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

第32条 次の各号のいずれかに該当する

者は、１年以下の懲役又は50万円以下

の罰金に処する。

(1)～(3) （略）

第32条 次の各号のいずれかに該当する

者は、１年以下の拘禁刑又は50万円以

下の罰金に処する。

(1)～(3) （略）
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２ 静岡県屋外広告物条例施行規則の改正について

静岡県屋外広告物条例施行規則を改正し、記録媒体に関するアナログ規制（申請・交付方

法や作成・保存方法として、フロッピーディスク等の特定の記録媒体を指定すること）をア

ナログによらない方法で対応できるようにします。（関係課と一括改正）

※磁気ディスク等の記録媒体を指定する規定の見直しに伴う関係規則の一部を改正する規則（案）

令和７年３月公告、令和７年７月１日施行予定

静岡県屋外広告物条例施行規則（昭和49年静岡県規則第31号）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

（帳簿の記載事項等）

第26条 （略）

２ （略）

３ 第１項各号に掲げる事項が電子計算

機に備えられたファイル又は磁気ディ

スク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物(以

下「磁気ディスク等」という。)に記録

され、必要に応じ屋外広告業者の営業

所において電子計算機その他の機器を

用いて明確に紙面に表示されるときは

、当該記録をもつて帳簿への記載に代

えることができる。

４ 帳簿（前項の規定により記録が行わ

れた同項のファイル又は磁気ディスク

等を含む。次項において同じ。）は、広

告物の表示又は掲出物件の設置の契約

ごとに作成しなければならない。

（帳簿の記載事項等）

第26条 （略）

２ （略）

３ 第１項各号に掲げる事項が電子計算

機に備えられたファイル又は電磁的記

録媒体(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものに係る記録媒体をいう。）に記

録され、必要に応じ屋外広告業者の営

業所において電子計算機その他の機器

を用いて明確に紙面に表示されるとき

は、当該記録をもつて帳簿への記載に

代えることができる。

４ 帳簿（前項の規定により記録が行わ

れた同項のファイル又は電磁的記録媒

体を含む。次項において同じ。）は、広

告物の表示又は掲出物件の設置の契約

ごとに作成しなければならない。



刑法等一部改正法等に係る条例の改正について

１ 法律改正の概要

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 67 号）及び刑法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第

68 号。以下これらを「刑法等一部改正法等」という。）

(1) 刑法等一部改正法等の主な内容

・懲役及び禁錮を廃止し、これらに代えて拘禁刑を創設した。

・刑法等一部改正法等の施行前にした行為の処罰及び人の資格に関する法

令の規定の適用等について、所要の経過措置を設けた。

(2) 施行日

令和７年６月１日

２ 条例の改正

刑法等一部改正法等の施行日（令和７年６月１日）までに、条例中の「懲

役」・「禁錮」を「拘禁刑」に改めるとともに、所要の経過措置を設ける。
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（別紙）

※ 刑の種類

ア 懲役（改正前刑法第 12 条第２項）

刑事施設に拘置して所定の作業を行わせる刑

イ 禁錮（改正前刑法第 13 条第２項）

刑事施設に拘置する刑

ウ 拘禁刑（改正後刑法第 12 条）

刑事施設に拘置し、改善更生を図るため、必要な作業を行わせ、又は必

要な指導を行うことができる刑

※ 所要の経過措置

ア 罰則の適用等に関する経過措置（第 28 条）

条例の施行日（令和７年６月１日）前の行為の処罰については、改正前

の条例等を適用する（拘禁刑ではなく懲役又は禁錮により処罰する）こと

が必要であることから、改正前の条例等を適用するため、「なお従前の例

による」との経過措置を設けた。

また、条例の施行日（令和７年６月１日）前に条例等が改廃された際に

設けられた「なお従前の例による」との経過措置や改正前の条例等につい

ての「なお効力を有する」、「改正前の条例の例による」又は「廃止前の

条例の例による」との経過措置により適用することとされている当該改

正前の条例等の規定は、それ自体の改正ができないことから、包括的な読

替規定を設けた。

イ 人の資格に関する経過措置（第 29 条）

人の資格に関する規定について「懲役」・「禁錮」を「拘禁刑」に改正

した場合、条例の施行後においては、拘禁刑に処せられた者だけでなく、

懲役又は禁錮又に処せられた者も、資格制限等の対象とすべきであるこ

とから、人の資格に関する条例等の規定の適用について経過措置を定め

た。

ウ 個別の経過措置（第 30 条～第 33 条）

「禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされ

た者」など、人の資格に関する規定のうち、刑に「処せられた」こと以外

の事由を資格を制限する根拠としているものなどについて、個別の経過

措置を定めた。
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